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抄録：本稿の目的は、子育て支援をめぐる状況の社会学研究、とりわけ家族社会学研究にとってのインプリケーションを同
定することにある。まず、1990年代以降の子育て支援施策の展開がどのような論理のもとでなされてきたのかを概観した
後に、その展開が家族と子育てをめぐる規範的論理の二重化状況を帰結していることを論じる。そのうえで、その展開と帰
結が現代家族および現代社会の近代性と脱近代化の問題として捉えられることを指摘するとともに、「多様化」「個人化」を
論じる家族変動論とは異なる位相の変動に注目することの意義を主張する。
（別刷請求先：松木洋人）
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目的
近年の日本の福祉政策においては、政府や地方自治体、
地域社会などの公的領域がより積極的に子育て支援に関与
するという方向への転換が進行している（藤崎 , 2000; 下
夷 , 2000, 2007; 横山 , 2002, 2004）。この端緒となったの
が、1990年6月に厚生省の「人口動態統計」において、1989
年の合計特殊出生率が1.57を記録したと発表されたこと
によるいわゆる「1.57ショック」である。合計特殊出生率
は既に1970年代半ばからほぼ一貫して低下傾向にあり、
また、その低下を開始してからすぐに人口置換水準を割り
込んでいたにもかかわらず、丙午にまつわる迷信を理由に
人々が出産を意識的に控えた1966年の1.58を下回り、過
去最低の値となったことが喧伝される。そして、政府は各
種の審議会などを設置して、少子化対策の必要性を提起す
る多数の報告書や提言が出されることになる（横山 , 
2004）。社会問題の構築主義の用語を使えば、少子化は解
決すべき問題であると主張する「クレイム申し立て活動」
（Spector and Kitsuse, 1977=1990）が本格的に開始された
のがこの頃であるということになる。その後、現在に至る
まで、少子化は持続的に社会問題として構築され続けてい
ると言えよう。
その少子化問題への対応策、つまりは、出生率向上策の
一環として、必要性を主張されるようになったのが、子育
て支援の推進である。本稿の目的は、この子育て支援をめ
ぐる状況の社会学研究、とりわけ家族社会学研究にとって
のインプリケーションを同定することである。具体的に
は、まず、この子育て支援施策がどのような論理のもとで
展開されてきたのかを概観した後に、その展開がどのよう
な状況を帰結しているのかを論じる。そのうえで、主に家
族変動との関わりにおいて、その展開と帰結がもたらす社
会編成上の含意の大きさを指摘するとともに、「多様化」「個
人化」を論じる家族変動論とは異なる位相の変動に注目す
ることの意義を主張する。
なお、子育て支援は、現在、極めて多様な意味あいで使わ
れている言葉であるが（大豆生田 , 2006）、下夷（2000）は、
「経済的費用」、「ケアサービス」、「時間」という子育てに必
要な三つの資源に注目して、子育て支援が具体的にどのよ
うな方法でなされるかを整理している。すなわち、子育て
支援とは、家族が子育てを行うための経済的費用、ケアサー
ビス、時間を公的に支援・保障することであり、日本におけ
る主たる政策としては、児童手当、保育政策、育児休業制度
がそれぞれに対応するものとして挙げられている（下夷 , 
2000）。たとえば、経済的費用については、2000年に児童
手当の支給対象者が拡大されており、時間については、
1992年に育児休業法が施行され、その後も育児休業給付の
引き上げや休業可能期間の延長が行われるなど、このいず
れについても、1990年代以降、概ね拡充の方向をとり続け
ていると見なすことができると思われるが、本論文では、
その性質上、社会学的インプリケーションが最も大きいと
思われる子育てに必要なケアを支援する営みをめぐる施策
を中心として、検討を行うこととする。
東京福祉大学・大学院紀要 第2巻 第1号（Bulletin of Tokyo University and Graduate School of Social Welfare）　p13-21 (2011, 8)
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子育て支援施策の展開と規範的論理の二重化
（1）子どもへのケアを支援する施策の拡充
「1.57ショック」以降、1994年には、政府による子育て支
援の総合計画として、いわゆる「エンゼルプラン」が策定さ
れる。エンゼルプランの正式名称は、「今後の子育て支援の
ための施策の基本方向について」であるが、これが国の政
策において明確に「子育て支援」という言葉が使われた最
初のものである（汐見 , 2008）。エンゼルプランでは、「安心
して出産育児ができる環境整備」「家庭における子育てを
支援する社会システムの構築」「子育て支援における子供
の利益の最大限の尊重」の3点が基本的視点として掲げら
れている。また、同年には特に保育に関する具体的計画と
して、「緊急保育対策5か年事業」が策定され、低年齢児保
育、延長保育、一時保育などのサービスの大幅な拡充が、具
体的な数値目標とともに打ち出されていく。
引き続き、1999年に「重点的に推進すべき少子化対策の
具体的実施計画」（新エンゼルプラン）、2004年には「少子
化対策大綱に基づく具体的実施計画」（子ども・子育て応援
プラン）が策定される。こうした過程において、保育サー
ビスの拡充による共働き家庭の母親の育児と仕事の両立支
援のみならず、地域の子育て支援拠点づくりによる専業主
婦家庭における子育ての支援、男性も含めた働きかたの見
直しによる仕事と家庭生活の調和（ワーク・ライフ・バラン
ス）の実現などにもより重点が置かれ始めた（内閣府 , 
2009）。この施策の総合化の傾向は、その後の少子化対策、
子育て支援施策にも見てとることができるものである。
そして、これらの計画・方針が実行された結果、認可保育
所の定員や入所児童数は増加している。たとえば、2002年
度から推進された「待機児童ゼロ作戦」などの結果として、
その後の3年間で、保育所などでの受け入れ児童数は15万
6000人の拡大を達成している（内閣府 , 2009）。また、特に
0歳児保育、延長保育、休日保育、夜間保育、病後児保育な
どを提供している保育所はここ10年間で大幅に増加して
おり、保護者の多様なニーズに応えるための保育サービス
の多様化が進行している（増田 , 2007）。
さらには、子育てをしながら就労することの支援だけで
はなく、地域の在宅子育て家庭への支援を強化するために、
2007年度から従来の地域子育て支援センター事業と「つど
いの広場」事業を再編するかたちで地域子育て支援拠点事
業が創設されている。具体的には、地域で子育て中の親た
ちが子どもを連れて集まることができる場所の提供、子育
てに関する相談への対応、子育てサークルの活動の支援な
どを行っており、2008年度には全国に約4900ヵ所の拠点
が存在している（内閣府 , 2009）。
このように、1990年代から2000年代を通じて、持続的に
社会問題化され続けた少子化への対応策として、子育てを
社会的に支援することの必要性に焦点が当てられ、実際に
各種の支援サービスの供給が開始されていく。もちろん、
現実に供給されている支援サービスの量および質が充分な
ものとなっているかどうかについては、議論の必要がある
だろう。たとえば、保育所の定員が引き上げられているに
もかかわらず、2008年には保育所の待機児童数は約20000
人と前年に比べて増加しており、いまだに女性の就業希望
を実現するために充分な水準に達しているとは言えない。
また、そもそも日本は欧州諸国に比べると、社会保障費の
うち、子どもや子育てに関わる政策のために支出される金
額の財政規模が小さいということもかねがね指摘されると
ころである（内閣府 , 2009）。
（2）子育て私事論からの転換と支援の論理
しかし、ここで注意すべきであるのは、この1990年代か
ら2000年代にかけて、さまざまな子育て支援サービスの
提供が充分に拡充してきたか否かという実態の変容とはま
た異なる位相において、「子ども」および「子育て」と「家族」
および「社会」との関わりを理解するための規範的論理の
変容が観察されるということである。
1980年代までの保育政策は、就労している既婚女性と
その子どもを主な対象とするものであったが、その既婚女
性の就労とはパート労働、周辺的労働を指しており、その
背後には、子どもの養育は家庭で母親によって行われると
いう原則が存在していた（中谷 , 2008）。
それに対して、横山（2002）によれば、1990年代の保育政
策のキーワードは「育児支援」であり、この時期の政策文書
に共通する育児についての考えかたは、以下の3点である
という。すなわち、第一に、育児は社会的な事柄であり、そ
れゆえに社会全体で支えていくべきものであるというこ
と、第二に、母親が育児と仕事を両立できるような仕組み
を作ることが必要であるということ、第三に、育児は母親
だけではなく父親も積極的に参加して共同で行うべきもの
であるということの三つである。「子育て私事論からの転
換」（横山 , 2004: p79）と端的に表現されてもいるように、
1990年代以降、家庭での養育を前提とした議論から、「子育
ては家庭と社会のパートナーシップで」という考えかたへ
の転換が果たされたのである（1）。
また、藤崎（2000）も、日本の福祉政策の歴史における家
族と個人の位置づけの変遷について検討するなかで、1990
年代に福祉政策における家族の捉えかたが、「抑制の論理」
から「支援の論理」に大きく転換したと論じている。すな
わち、家族を公的な福祉責任の負担軽減を図るための「支
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え手」と見なすのではなく、「家族支援」「子育て家庭支援」
などのキーワードに表れているように、福祉政策の中心的
な対象となる高齢者や乳幼児の家族が、むしろ福祉政策に
よる支援の対象と見なされるようになってきたということ
である。
このような変化を表現しているものの一つが、2005年
度の『国民生活白書』における以下のような記述であろう。
子育て世代の子育てに対する不安や負担感が出生率の低下
をもたらしており、子育て世代に対する支援が必要である
と論じられた後に、「むすび」の部分では以下のように述べ
られている。
親世代だけでなく、同世代の友人、あるいは会社の同僚、
近隣に住む人々など、社会全体で何らかの子育てに参加
する、あるいはそれができる仕組みを構築していくこと
が望まれる。子育てが家族の責任だけで行われるので
はなく、社会全体によって取り組む、「子育ての社会化」
が重要である。（内閣府 , 2005: p185）
つまり、1990年代以降、現在に至るまで進行してきたの
は、単に各種の子育て支援サービスがふんだんに提供され
るようになってきたということだけではない。それに加え
て、「家族の子育てを支援する」という論理を通じて、それ
まで家族に帰属されていた子育ての責任を、部分的にでは
あれ、家族の外にあるより広範な「社会」へと移行しようと
する、家族責任の外部化・共同化、つまりは「子育ての社会
化」の主張が、政策的に提起されるようになったというこ
となのである。
そして、このような政策上の論理の転換は、社会の成員
であるわれわれがその日常生活において、「子ども」や「子
育て」と「家族」や「社会」をどのような論理のもとで理解
しているのかということと相互に絡み合うかたちで生じて
いる。このような政策における論理の転換をわれわれが合
理的なものとして理解することができるのは、それがわれ
われの常識的知識を参照しながらなされているからこそで
ある。それと同時に、政策的な論理の転換とそれに則った
各種の支援施策の展開は、われわれが日常生活のなかで「家
族」や「子育て」を経験し実践するそのしかたを変えていく
ことにもなる（cf. 酒井ら編 , 2009）。言い換えれば、1990
年代以降、子育て支援施策の展開および政策上の論理の転
換と併行して、また、おそらくそれらと絡みあいながら生
じてきたのは、家族による子育てを社会が支援すべきもの
とする論理が、一定の説得力を有するものとして社会の成
員であるわれわれにとって広く理解可能になったという事
態なのである。
（3）支援の論理と抑制の論理の併存状況
しかし、子育て私事論からの転換、あるいは、支援の論
理への転換は、必ずしも当の子育て私事論や抑制の論理に
明確にとってかわるようなかたちでなされてきたわけで
はない。
下夷（2007）は、「ケアワークの社会化」について論じるな
かで、現在の日本社会では、「育児の社会化」が、共働き家族
の育児を中心として部分的には進展しつつあるものの、そ
れに対する社会的な合意形成が十分ではなく、社会化され
たケア体制においてどのように家族を位置づけるのかが曖
昧なままであると指摘している。このことは、子育て私事
論ではなく「子育ては家庭と社会のパートナーシップで」
という理念の転換が主張されるときに（cf. 横山 , 2004）、そ
の家族と社会の間の子育てをめぐるパートナーシップの内
実が具体的にどのようなものであるかが、往々にして明ら
かではないことを意味している（cf. 吉長 , 2008）。
さらには、そもそも、藤崎（2003: p25）が支援の論理への
転換の動向を論じるのと同時に注意を促していたように、
ケアをめぐる「家族支援」の理念の強調には、成員のケア
ニーズを満たすことが本来的には家族、とりわけ女性の役
割であることを再確認させる効果があり、「子育てや高齢者
介護にあえぐ家族（女性）の負担軽減をわずかばかり図りつ
つ、これに縛りつける」巧妙な家族政策としての側面も持っ
ている。家族の子育てを支援するという論理は、子育てが
何よりもまず家族のものであることを前提としているので
あり、言い換えれば、少なくとも現代日本社会という文脈
において、子育ての支援の論理は抑制の論理や子育て私事
論の存在を前提としながら成り立っているのである。
また、しばしば指摘されるように、性別役割分業意識は
多元的な性質を持っており、「男は仕事、女は家庭」という
狭義の性別役割分業意識が流動化しつつあるのに対して、
「子どもは母親の手によって愛情をもって育てられねばな
らない」という規範意識はそれとは別次元に位置するもの
であるため、その流動化についても留保が必要である（大
和 , 1995）。江原（2001: p126）が、性別分業を「女」という
性別カテゴリーと「家事・育児」や「人の世話をする労働」と
を結びつける強固なパターンとして定義しているように、
女性の労働市場への進出が進み、「子育ての社会化」の主張
が人口に膾炙しつつある現在においても、家族、特に子ど
もをケアする存在であることは、おそらく多くの女性のア
イデンティティにとって中心的な位置を占め続けており、
また、占め続けていることが前提にされ続けている。
であるからこそ、実際に福祉領域において子育て支援の
提供に携わる立場にある人々からも、子育てを支援する営
みやその意義について、戸惑いの声が発せられることにな
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る。たとえば、大日向（2005: p47）は、保育士がしばしば発
する「仕事が休みの日でも、子どもを保育園に預けにくる
親が増えているけれど、はたしてそういう場合も、子ども
を受け入れるべきなのか」といった疑問に言及しながら、
子育て支援の必要性がこれほど主張される時代でもなお、
「親のあり方や子育てに寄せる人々の心のなかには、容易
には変わらないとらわれがある」と述べている（大日向 , 
2005: p39）。
同様に、支援の現場に身を置いてきた者の立場から、現
在まで「子育て支援」の名のもとに行われてきていること
は、子育てを社会全体で支える「社会化」ではなく、自分の
することを他者に肩代わりしてもらう「外注化」であると
言われることがある（前原 , 2008）。そして、その結果、自
分が子育ての主体であるという親の意識が弱くなってしま
い、保育園による地域の子育て支援サービスにおいても、
参加する親子がお客さんになって、保護者自身も楽しませ
てもらおうという感覚で外注化サービスを消費していると
主張される。これらの指摘はいずれも、子育てを支援する
ことの意義を認めつつも、実際にさまざまな親子との関係
性のもとで支援を実践していくなかで、子育て私事論や抑
制の論理がしばしば回帰してくることを表現するものとし
て理解することができる。
要するに、現在の日本社会では、子育ての内実や責任を
部分的にではあれ家族の外部へ移行することの必要性が盛
んに語られたり現実化されたりするその一方で、政策レベ
ルにおいても、そして、社会の成員であるわれわれの多く
にとっても、子育ての責任をなお家族、とりわけ母親へと
帰属する論理が効力を失ってはいない。つまりは、子育て
私事論とそれからの転換を主張する議論、支援の論理と抑
制の論理とが併存しているがゆえに、家族と子育てをめ
ぐって、相反する規範的論理の二重化とも言えるような状
況が生じているのである。そして、拡充されつつあるさま
ざまな子育て支援の実践は、この二重化状況、言説のポリ
ティクスのただなかにおいて遂行されているということに
なる。
二重化状況の社会学的インプリケーション
（1）家族の子育て機能と「家族の臨界」
ところで、前節で検討したような、子どもへのケアを支
援する施策の拡充と支援の論理の浸透、そして、それがも
たらした規範的論理の二重化は、単なる福祉政策上の理念
の転換としてのみ理解されるべきではない。なぜなら、子
どもを育てるという営みが家族のなかで主として母親に
よって担われるという事態は、近代における社会編成の要
諦であるとともに、近代社会において家族が家族として成
立するための主要なメルクマールとなっているからであ
る。
近代社会とは、社会空間を公的領域と私的領域、生産労
働のための領域と再生産労働のための領域に二分したうえ
で、私的領域での再生産労働、つまりは子どもや高齢者な
どの依存する他者へのケア労働の責任を、ジェンダー化さ
れたかたちでその家族成員へと配分することを原則として
成り立っている社会である（cf. 落合 , 1989; 上野 , 1990; 山
田 , 1994）。
このことを私的領域たる家族における子育ての側から
捉えかえすならば、近代社会における家族の特徴は、地域
社会や親族などの外部から明確に境界線を引いたうえで、
親が子どもの養育を独占的に「愛情」をもって担うことに
ある（渡辺 , 1994; 山田 , 1994）。パーソンズ（Parsons and 
Bales, [1955] 1956=2001: p35）が、社会の分化、すなわち
近代化にともなって、家族はそれがかつては担っていた機
能の多くを外部化して、「子どもの基礎的社会化」と「成人
のパーソナリティの安定化」という二つの本来的な機能を
専門的に担うようになったと論じているのは、周知の通り
である。また、近年においても、山田（2005: p24-26）が、現
代家族の社会的機能として、「子どもを産み育てる責任を持
つこと」と「生活リスクから家族成員を守ること」を挙げた
うえで、「子どもを一人前になるまで育てること」が義務と
して親に課されることが「近代社会の本質的特徴」である
と述べている。
このように、近代社会においては、子どもへのケアとい
う機能を果たすことが家族にとってとりわけ大きな意味を
持つ。そして、戦後日本の家族社会学研究も、子どもへの
ケアを含みこんだ近代家族的な核家族モデルが、高度経済
成長期を通じて浸透していく過程において、それを前提と
しながら成立したものである（落合 , 1989）。おそらくはこ
れらのことが理由となって、子育てに関わる機能を欠いた
ようにも思われる「家族的生活」のありかたには、「家族の
定義」や「家族の普遍性」といった理論的論点とも関わりな
がら、特別な関心が注がれることになる。
日本の家族社会学研究という文脈では、山根（1963）が、
子どもが生まれたときから親と分離されて、「子供の家」で
生活するイスラエルの「実験的コミュニティ」キブツに家
族は存在するかを問うていた。そして、キブツの親子は空
間的に分離していても、恒常的な接触と情緒的な結合が存
在することをもって、キブツには家族が存在しているとの
答えを与えている（2）。このようなキブツの「家族」生活に
ついて、「附加的な機能を家族からコミュニティへ移管する
ことによって、ある意味でヨリ純粋な結婚と家族を実現し
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ているとさえいうことができる」（山根 , 1963: p54）と述べ
られるとき、親子の間の恒常的な接触と情緒的な結合は、
「家族の本質」（foundation）を構成するものとして捉えられ
ている。
同様に、リース（Reiss, 1965: p447）も、キブツやナヤー
ルなどについての民族誌を資料として、マードックによる
家族の四機能説を批判しながら（Murdock, 1949=1986）、
「愛育的社会化」（nurturant socialization）、つまりは、乳幼
児への情緒的なケアこそが家族にとって普遍的な機能であ
ると論じている。
つまり、家族の子育て機能は、家族が家族であるための
重要な条件、それを失うことによって、家族が家族である
ことさえも失いうるようなものとして措定されてきた。言
い換えれば、家族が子どものケアを担うということ、ある
いは、それがどのようなしかたで担われるのかということ
は、「家族の臨界」を構成するものと把握されているのであ
る（上野 , 2008）。そして、こうした把握やそれと対応する
ような社会編成が、近代社会の成立とともに歴史的に生じ
てきたものであることを踏まえるならば、これは「近代家
族の臨界」、さらには「近代社会の臨界」を構成するもので
もあると言うことができるだろう。
（2）公私再編のプロジェクトとしての子育て支援
家族が子どものケアを担うということ、あるいは、それ
がどのようなしかたで担われるのかということが、「（近代）
家族の臨界」「近代社会の臨界」を構成するものである点を
考慮するとき、子育て支援施策の拡充および支援の論理の
浸透がもたらした規範的論理の二重化状況が持っている社
会学的、家族社会学的な含意の大きさが明らかになる。
既に述べたように、子育て支援施策によって推進され、
支援の論理が示唆するところの「育児の社会化」とは、これ
まで家族によって担われることが前提とされてきた子ども
へのケア提供の内実や責任を、部分的であれ、外部化・共同
化することを指している。であるとすれば、家族が自らの
臨界を構成している子育てという営みを、子育て支援を通
じて、外部に代替させることは、近代社会において家族が
家族であるために残された重要な構成要素を失うことを含
意しうるものである。だからこそ、子育て支援施策の推進
が、ときとして家族の危機と結びつけられることにもなる
（e.g. 菅原 , 2002）。
さらには、家族が子育てという営みを通じて、公的領域
との関わりあいを深めていくことは、「子どもの養育は家族
によって行われる」「家族は子育てをするからこそ家族で
ある」という近代社会の原理的な認識と相反する可能性が
あるがゆえに、現代社会における家族の位置づけを大きく
問い直していく。
たとえば、2003年に制定された少子化社会対策基本法
では、国・地方自治体には少子化に対処するための施策を
実施する責務があると述べられるとともに、一般の国民に
ついても、「家庭や子育てに夢を持ち、かつ、安心して子ど
もを生み、育てることができる社会の実現に資するように
努めるものとする」（第五条）とその責務が規定されてい
る。近代社会において、子どものケアが家族に位置づけら
れるということは、家族成員ではない子どもへのケア責任
は家族でないことを理由に免除されるということでもあ
る（cf. 山田 , 1994）。しかし、ここでは「子ども」をそのケ
アを通じて「家族」に排他的に結びつけるのではなく、より
広範な「社会」や「国家」と結びつけるという近代社会の原
理の書き換えが試みられている。つまり、子育て支援の実
践と理念は、近代社会を構成している公的領域と私的領域
の区分の再編成という論理的な含意を持っているのであ
る。そして、執拗に回帰してくる抑制の論理、子育て私事
論とは、近代的な公私の二分法そのものであり、子育てを
めぐる規範的論理の二重化状況は、近代社会の原理とそこ
から転換しようとする運動がせめぎあう状況として位置
づけられる。
このように、子育て支援という営みの持つ家族、そして、
それを含みこんでいる社会の編成にとっての含意の大き
さが理解されるならば、それは単なる社会福祉領域におけ
る変化の一つであるのみならず、家族変動の問題として、
現代家族および現代社会の近代性と脱近代化の問題とし
て捉えられることになる。そして、ここにこそ、子育て支
援がもたらしつつある家族領域と社会福祉領域のイン
ターフェイスの変化を問うことの社会学的、家族社会学的
な意義の大きさを見出すことができるのである（cf. 藤崎 , 
2004）。
結語：家族変動と「ケアの社会化」
以上のような本稿の着眼点とは異なり、1990年代以降、
家族社会学の領域において、家族変動が議論されるときに
しばしばキーワードとなっているのは、家族の「多様化」や
「個人化」であるだろう（田渕 , 2002; 木戸 , 2010）。これら
の議論は、家族社会学というディシプリンが、自らの成立
の前提となっていた核家族モデルを自省的に捉え直すこと
で、同時期に顕著となってきた家族変動への対応を図ろう
とする試みとしても位置づけられる。
家族の多様化については、単独世帯や夫婦のみ世帯、ひ
とり親世帯といった、夫婦と未婚の子どもという「標準的」
な核家族世帯とは異なるさまざまな家族形態の増加が論じ
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られ、これらの家族のありかたを逸脱的なものと捉えるの
ではなく、多様なライフスタイルの一つとして取り扱うべ
きことが主張されてきた（野々山 , 1996）（3）。また、家族の
個人化論においては（e.g. 目黒 , 2007）、主に共働き夫婦の
増加、夫婦間の性別役割分業の変化、未婚化の進行、離婚の
増加などを論拠として、家族の拘束性が減少し、個人の選
択性や自律性が増大してきたことが指摘される（野田 , 
2008）。
家族の多様化論および個人化論に概ね共通しているの
は、近代家族の典型をなすとされる性別役割分業型の核家
族が、人々の家族生活や家族にまつわる行動を把握するた
めに有効なモデルとしての地位を失いつつあるという認
識である。そして、画一的な核家族モデルが持つ規範的拘
束力が弱まった結果としての多様化や個人化の動向は、と
きとして、家族の脱近代化とも重ね合わせられる（目黒 , 
2007）。子育て支援を通じて福祉領域と交錯する家族生活
のありかたも、家族が子どもへのケア責任を担うことを前
提とした近代的な核家族モデルとは異なるという意味に
おいて、この家族の多様化や個人化の動向の一環として理
解することもあるいは可能であるのかもしれない。
木戸（2010: p149）は、こうした家族変動をめぐる議論に
対して批判的な検討を加えながら、現在、家族が経験しつ
つある新たな変化の一つとして、「ケアの社会化」への注目
を促す。「育児の社会化」は、高齢者の「介護の社会化」や障
害者の「介助の社会化」などとともに、介護保険をそのため
の巨大な一歩とする「ケアの社会化」の一部であると捉え
ることができるものであろう（上野 , 2009）。木戸（2010: 
p149）は、家族が依存する他者のケアによって成り立つの
だとすれば、この「ケアの社会化」によって、「家族の秩序の
存在論的な不安定化が生じるのではないか」という作業仮
説を提示している。「近代家族において、自明視されるが
ゆえに潜在化されてきた家族とケアの結びつきは、その社
会化を通じて、むしろ逆説的に焦点化されてきた」（木戸 , 
2010: p150）との認識のもとに、「ケアの社会化」を通じて、
制度としての福祉と家族が交差する場に、現代の家族／社
会をめぐる「社会的実験の機会」（木戸 , 2010: p151）を見出
すのである。
注意するべきは、この際に焦点を当てられているのが、
規範の水準における家族とケアの結びつきだということで
ある。田渕（2002）は、規範の変化が個人の選択の余地を拡
大し、家族の多様化を推し進めてきたという説明について、
マクロレベルで進行する家族変動の観察のみならず、その
基底にあるミクロの家族行動において用いられる規範がい
かに変容しうるのかの検討が求められると指摘している。
この指摘に言及しながら、木戸（2010: p40）は自らが提唱
する「構築主義の立場からの現代の家族変動へのアプロー
チ」を、「人々の経験を秩序づけるそのロジックの詳細な分
析を通じて、家族をめぐる規範変容の進み具合を明らかに
するもの」と位置づける。「親族であること、ともに生きる
こと、そしてたとえば、世話をすること、情緒的な満足がえ
られること等々といった事柄は、家族が変わりつつあると
いわれる現代社会においてもなお家族を構築し成し遂げる
上での重要な資源でありつづけている」（木戸 , 2010: 
p125）と述べることで示唆されるのは、家族の形態が大き
く変化しているとしても、概念としての家族とケアをめぐ
る活動を含めたいくつかの概念との規範的なつながりはな
お維持されている可能性である。
また、野田（2008）は、家族の個人化論には、夫婦関係の
個人化傾向のみを測定して、それを家族全体の個人化に代
表させる傾向があることを指摘する。そのうえで、新聞の
離婚相談欄の分析から、離婚が語られる際の妻の選択性は
たしかに増大しているものの、子どもの幸福を犠牲にして
の離婚が正当化されることはなく、「子どものため」という
論理は現在でも離婚をめぐる批判や正当化の言説資源とし
て有効であり続けていると結論している。つまり、子ども
を分析枠組みに入れると、現代家族には個人化と矛盾する
側面が存在しており、近代家族的な「子ども中心主義」（落
合 , 1989: p18）が死んだとは言えないのである。
これらの議論は、ケアやそれが提供される文脈としての
親子関係に注目した場合には、多様化論および個人化論で
主張される個人の選択性や自律性の増大とはかなり異なる
位相が、現代の家族変動には存在する可能性を示唆するも
のである。そして、そこでは家族に関わる規範の変容のあ
りかたが、その成員のケアとの関わりにおいて、考察の対
象とされている。
本稿における検討から導かれるのも、拡充が進行中の子
育て支援のフィールドを、「ケアの社会化」期における家族
と福祉が交錯する場として捉えて、そこでの支援の実践お
よび経験の解明に基づいて、現代日本社会における家族変
動へとアプローチすることの可能性である。「ケアの社会
学」「支援の社会学」として、各種の子育て支援が実践され
ている福祉領域で生じていることを記述していくこと
と、家族社会学的な家族変動論の試みとして、子育て支援
が実践される領域で生じていることを手がかりに、「家族
をめぐる規範変容の進み具合を明らかにすること」（木戸 , 
2010, p40）。家族とケアの規範的なつながりが、福祉的
な支援の実践にとっても重要なものであるとすれば、こ
れら二つの関心は同時に満たされる他はないものなので
ある。
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注
（1）  1998年の『厚生白書』（厚生省 , 1998）で、日本の保育
政策に大きな影響を及ぼしてきた「3歳児神話」が合理
的根拠を欠くものとして否定されたことは、その一つ
の象徴として捉えることができるだろう。
（2）  他には、夫婦が経済的単位をなしてはいなくても、
モノガマスな配偶関係が観察されることなどが、その
論拠として挙げられている（山根 , 1963）。
（3）  とはいえ、家族社会学においては、家族の多様化を積
極的に主張する議論のみならず、多様化論が批判的に
検討されることも多いように思われる（e.g. 才津 , 
2000; 田渕 , 2002; 木戸 , 2010）。
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子育て支援の社会学的インプリケーション
Sociological Implication of Child Care Support
Hiroto MATSUKI
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Abstract : The aim of this study was to identify the sociological implication of the contemporary situation in the child care 
support.  The author briefly reviewed about the logic of child care support services constructed in around 1990s, and then 
argued about the roles of this development in the production of two normative logics about family and child care. Finally, 
the author pointed out that the situation has been taken as problems of (post)modernity of contemporary family and society, 
and suggested the importance of focusing on the change in the aspect of family change rather than “diversification” and 
“individualization” .
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